
３月15日（土）
午後１時30分～４時30分
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08年２月24日（日）
午前９時30分受付10時開会

場所：大山崎ふるさとセンター
講演：「地方自治の危機を

どう克服するか」
講師：小森治夫さん
（京都橘大学文化政策

学部教授）

分科会
□保健・医療・福祉
□食と食育を考える
□子どもの育ち
□水と緑とまち
づくり
参加資料代
300円

■３月８日（土）午後1時30分から４時30分まで

■京都府職員福利厚生センター

■主催 自治労連都道府県職部会・京都府職労

■講演：「今日の広域行政（論）と道州制」

講師 村上 博さん（香川大学教授）

■講演 「全国の合併後のまちづくりから学ぶ物」

■各地の取組報告
「市民による市民のための合併検証 12年を振り返って」

あきる野市政を考えるみんなの会 平澤源司氏

「篠山市を反面教師に丹波市６町合併のとりくみ

兵庫県丹波市議会議員 西本嘉宏氏

「三和荘を拠点とした新しいまちづくり」

ＮＰＯ法人丹波・みわ専務理事 河内一郎氏

■フロアーからの報告、質問

自治研が必要。
願いを実現しよ
うと思えば、そ
の必要性が実感
されてきますね。
美山診療所で
は、労働組合が
「美山診療所活
動強化」の方針
をみんなで検討
し、経営改善や
技術者確保をめ
ざしています。

無念！
951票差
に 泣 く
とは

数々の御支
援かたじけ
のうござる

杉作！
町衆が力をあわ
せれば日本の夜
明けは近いぞ！



開催中です
平成２０年２月23日・24日
午後９時30分～午後４時
岡崎公園・平安神宮

●京の名産品・土産品販売／利
き酒・即売会／大道芸／参加型
時代劇
●当日歓迎行事の六斎念仏の上
演されます。但し、前売りは完
売で、当日５０席だけ売り出さ
れると言うことなので、興味の
ある方はトライしてみて下さい。

存在だったことが書かれていま
す。
1956年には赤字再建団体の第
1号になり、国からさまざまな

締め付けを受けますが、再建
の基本をあくまで「住民
の経済と生活に力をあた
える」ことにおき、中小企
業や農業への融資制度、営業や
経営への相談活動も重視してい
ます。

自治体職員の専門性の強化にも力を入れ、研
究・研修活動を盛んにしています。地方事務所や税
務事務所に商工の担当者を置き、農協講習所、食生
活改善講習所、林業指導書など生活と経営への支援
が強められました。
限られた財政のなかで、予算をばらまくのではな
く、すべての予算に社会教育的側面を盛り込ませ、
住民自身が「くらし」の腕と社会的教養を高めまし
た。
自治研の京都実行委員会のなかでも、京商連の方
から「当時、府の職員は地域の経済のことをよく知っ
ていた。自ら複式簿記を勉強し、業者のところに出
かけて経営指導をしてくれた。専門家として、金融
機関に口添えしてくれることさえあった。」

民主府政は住民自治こそが地方自治の根幹と
いうことを強く意識し、実践していたのだと思いま
す。

「三位一体の改革」の名のもとに地方交付税が減らされ、
構造改革による地方の疲弊と相まって、地方財政は深刻な
危機に見舞われています。
08年度決算から適用される「財政健全化法」を前に、多
くの自治体は「第2の夕張になるな」と住民と自治体労働
者に過酷な犠牲を強いています。
今、私たちは京都民主府政の地方財政危機とのたたかい
の歴史を振り返ってみることが必要ではないでしょうか。

1950年革新京都府政は誕生の瞬間から深刻な財
政危機に直面していました。
50年当時、全国の自治体に戦後最初の財政危機の大波が
押し寄せた原因は、国民生活を犠牲にして、再軍備と独占
資本の復活をはかろうとする「国力培
養」方針を打ち出したことにありまし
た。
多くの自治体がその財政の赤字を住
民と労働者にしわ寄せをし、中央政府
の言いなりになる道を選びましたが、
京都府は労働者の労働基本権を守り、
住民の生活と経済を守る「民力培養」
の方針を対置して、知事、議員、住民、
公務労働者が一体となった財政危機突
破の運動を繰り広げました。
特に平衡交付金獲得の対政府交渉で
は、他府県の知事が土産物を持って日
参する中で、京都府は綿密な調査資料
を付けた分厚い書類を持って正々堂々
と要求。国の担当者にも一目置かれる

自治体問題研究所京都民
主府政研究会編
監修／島 恭彦
1974年刊

第３８回京の郷土芸能まつり

大集合！京都の六斎念仏
昭和20年２月２４日
14時から
京都会館第２ホール
１７００円

－京都の住民自治の伝統と歴史－


